問診票


	質問事項
	回　　答

	外国法人との『取引(注１)』はありますか
	有　□　⇒　次の質問にお進みください
無　□　⇒　移転価格税制の適用はありません（問診終了）

	その外国法人との間に親子会社関係等『特殊の関係(注２)』がありますか
	有　□　⇒　次の質問にお進みください
無　□　⇒　移転価格税制の適用はありません（問診終了）

	その外国法人との取引の概要(取扱商製品、役務・無形資産の内容、商流など)





	

	その外国法人との取引価格（譲渡対価、手数料、使用料、金利など）の設定方法



	

	その外国法人との取引において貴社と外国法人が果たす主な役割（製造・営業・広告宣伝・研究開発等）の概要

[bookmark: _GoBack]




	貴社の役割等
	外国法人の役割等

	
	
	

	その取引に係る貴社と外国法人の損益状況（営業損益、売上高営業利益率など）


	貴社の損益
	外国法人の損益

	
	
	

	貴社からのご相談内容

	











(注)　1 ｢取引」には、棚卸資産など有形資産の売買取引のほか、有形資産や金銭の貸借取引、役務提供取引、無形資産の使用許諾や譲渡取引など、対価を授受すべき全ての取引が含まれます。
2「特殊の関係」とは、次のいずれかの関係をいいます。
・株式等の50％以上の保有関係（親子関係）
・同一の者によって株式等の50％以上を保有される関係（兄弟関係）
・役員の兼務や事業活動・資金の依存など特定事実の存在により事業方針を実質的に決定できる関係（実質支配関係）
・親子関係又は兄弟関係が、株式等の50％以上の保有又は実質支配により連鎖している関係
